
算出根拠 執行額（2,656,924円）／訪問学校数（21校）　（DVD配布は除く）

　　　③-2　151,500（円／人）

―

－ － (   30   ) (   39   )

－ － 21訪問学校数
（③-3はばたくウチナーンチュ応援プログラム・

高校生県外就職意識啓発）

活動実績

（当初見込
み）

人

―

－ (   75   ) (   75   ) (   75   )

55 36－

(   200   )

(   116   ) (   76   ) (   58   )

―143 147

－ (   200   ) (   200   )

インターンシップ派遣者数
（③-1はばたくウチナーンチュ応援プログラム・

県外インターンシップ）

活動実績

（当初見込
み）

人
－

-

-

成果指標 単位 20年度

単位 20年度

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

派遣者数
（②従業員研修促進支援事業）

活動実績

（当初見込
み）

人

本事業は意識づけや人材育成などの色合いが
強く、定量的な成果指標の設定は困難である
が、参考として「沖縄県の失業率」を成果指標と
する。

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

招へい企業数
（③-2はばたくウチナーンチュ応援プログラム・

説明会等実施の県外企業招へい）

活動実績

（当初見込
み）

社

活動指標

事業番号 0081

平成２３年　行政事業レビューシート　( 内 閣 府 )
事業名 雇用戦略プログラム推進事業 担当部局庁 内閣府政策統括官（沖縄政策担当） 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成21～23年度 担当課室 企画担当参事官室 参事官　馬場竹次郎

会計区分 一般会計 施策名 ９．沖縄政策の推進
根拠法令
（具体的な

条項も記載）
沖縄振興特別措置法

関係する計画、
通知等

沖縄振興計画（平成１４年７月　内閣総理大臣決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　沖縄の高い失業率の一因として、労働供給と需要のいわゆるミスマッチや若年失業者の多さなどがあることを踏まえ、沖縄県では、「みんな
でグッジョブ運動（県内関係者が一丸となって、短期・集中的に強力に取り組むための運動」を展開し、ミスマッチ解消やインターンシップ等の普
及を通じた若者の就業意識の改善などに向けた官民一体の取組を進めているところである。
　沖縄県の構造的な失業問題の改善を図るため、県に設置された雇用戦略推進会議の下、経営者等の意識改革、職場環境の改善、企業内
人材のレベルアップ、若年者の就業意識の改善等の課題について、ＰＤＣＡサイクルにより、総合的・戦略的に取り組む。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①沖縄人材活性化事業（職場環境の改善に取り組む企業に対し、コンサルタントを派遣し、目的達成のための助言・指導を行う）
②従業員研修促進支援事業（新規雇用を行った企業が従業員に高度な技術を習得させるため、県外へ派遣する際、費用の一部を支援する）
③はばたくウチナーンチュ応援プログラム（１．学生に対し、県外企業へのインターンシップを実施。　２．県内で採用説明会等を行う県外企業を
支援。　３．各高校に、県外就職したＯＢ生等を招へいし、発表会等を行うことで、県外就職の啓発を実施。また、啓発ＤＶＤ等を作成・配布す
る。）

事業主体：沖縄県、補助率：２／３

22年度 23年度 24年度要求

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度

計

予
算
の
状
況

当初予算 - 83

繰越し等 - 0

83

82 70 -

補正予算 - 0 0 -

0 -

-

執行額 - 43 46

- 82 70

目標値
（　　年度）

-

執行率（％） - 52% 56%

7.5 7.6

達成度

21年度

- - -

22年度

成果実績 -

21年度

- 5

-

23年度活動見込

－

22年度

(     5      ) (      5      )

　　　執行額（14,871,000円）　／　コンサルティング実施企業数（５社）

コンサルティング実施企業数
（①沖縄企業人材活性化事業）

活動実績

（当初見込
み）

社
5

- (    5    )

23 6 ―

単位当たり
コスト

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

　　　　　①　2,974,200（円／社） 算出根拠

計

　　　③-3　126,520（円／校）

算出根拠 　　　執行額（5,454,020円）　／　招へい企業数（36社）

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

　　　　②　602,333（円／人）

　　　③-1　98,323（円／人）

　　　執行額（3,614,000円）　／　派遣者数（６人）

　　　執行額（14,453,592円）　／　インターンシップ派遣者数（147人）

算出根拠

算出根拠



特記事項

随意契約も多いが、沖縄県での審査はクリアしており、
問題ないと判断している。

〇 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目

目
的
・
予
算
の

状
況

〇 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
従業員研修促進支援事業の不用率が非常に大きい。交
付決定を行ったのが５月直前のため、４月上旬であれば
活用したいという企業のニーズに沿うことができなかった
ところに原因があったと思われる。

〇
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

〇 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

〇 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

〇 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

点
検
結
果

　２年目となる22年度も、定員割れ等で思うような執行率にはならなかった。最も執行率の悪かった「②従業員研修促進支援事業」を中心
に、本事業全体について、23年度では予算を縮減し、加えて４月１日付の交付決定や応募方法の変更をするなど、執行率の向上を図って
いる。
　「雇用の質」「若年者の就業意識の向上」等の取組は、今後の沖縄振興においても重要であると位置づけられていることから、事業のス
キームは変更しても、これを目的とした取組は今後も実施したい。それによって、先進的な技術、前身的な気概を有した人材を育成すること
を目指している。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

〇 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

見込んだだけの活動実績は得られなかったものが多い。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

〇 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

２３年度予算において、減額となっているが、執行率が低い（52％）ことから概算要求に反映させるべき。
随意契約が多いことから、競争性を高める選定方式にするよう補助先を指導すべき。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

予算監視・効率化チームの所見を踏まえ、適正な予算の執行に努めたい。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

平成22年度行政事業レビュー公開プロセス

評価結果：大幅な改善を要する。

取りまとめコメント：
①人材養成の費用対効果に問題がある。
②どのような人材を養成するのかは、グランドデザインの中での位置づけが必要。



※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

内閣府

４６百万円

補助金の交付決

Ａ．沖縄県

４６百万円

補助事業の実施

【企画競争・委託】

Ｂ．(有)ｵｰｼｬﾝ･ﾄｩｴﾝ

ﾃｨﾜﾝ

１５百万円

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務の実施

【随意契約・委託】

Ｃ．(財)雇用開発推進

機構

４百万円

【随意契約・委託】
Ｅ．(財)雇用開発推進機構
（沖縄県キャリアセンター）

１４百万円

【随意契約・委託】
Ｇ．沖縄県大学就職

指導研究協議会
６百万円

県外研修費の助成金
の支給 大学生等の県外インターン

シップ旅費の助成 県外企業の採用説明

会等実施のための旅

費支給

【公募・補助】

Ｄ．県内の民間企業

１百万円

従業員の県外研修（２倍
以上の新規雇用を伴う）

【公募・補助】

Ｆ．県内の大学生等

５百万円

県外インターンシップ体

験

【公募・補助】
Ｈ．県内の大学生等の採

用を行う県外企業

５百万円

県内での採用試験の実施

等

【企画競争・委託】
Ｉ．(株)サン・エージェンシー

７百万円

県外企業を招へいする際の旅費等を支
給、県外就職の啓発ＤＶＤ・冊子を作成



その他経費
旅費、消耗品費、通信運搬費、雑費、雑
役務費 1

周知広報費 就活情報誌での事業周知に要する経費

使用料 研修会場、事後報告会の会場使用料 0.1

0.3

印刷製本費 報告書の作成に要する経費 0.7

謝金 事前事後研修講師謝金 0.1

4 5

Ｃ

6

Ｈ

15

旅費

1活用企業への助成金

A. F.

宿泊費、航空運賃 5

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 沖縄企業人材活性化事業委託費 15 旅費

委託費
はばたくウチナーンチュ応援プログラ
ム委託費

委託費 従業員研修促進支援事業委託費 4

14

委託費
はばたくウチナーンチュ応援プログラ
ム委託費

6

委託費
はばたくウチナーンチュ応援プログラ
ム委託費

7

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

B.

人件費 受託企業の事務局職員の人件費

計 46 5

Ｇ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

コンサルティン
グ費用

企業コンサルティングに要する費用 6 使用料

上記に属さない経費（通信運搬費等） 0.3
シンポジウム

開催経費
成果発表シンポジウムの開催に要する経
費 0.3 一般管理費

5 旅費 県外企業採用試験等担当者の招聘旅費 5

採用試験会場使用料 0.1

実施企業募集
経費

モデル企業の募集に要する経費（募集説
明会）

報告書作成費 報告書の作成に要する経費 0.5

0.1

周知広報費
モデル企業の募集に要する経費（新聞掲
載） 1

その他経費
旅費、消耗品費、通信運搬費、雑費、雑
役務費 1

一般管理費 上記に属さない経費 1

人件費 受託企業の事務局職員の人件費 6

宿泊費、航空運賃、会場使用料 5

E. Ｊ

人件費 受託団体の事務局職員の人件費 2

周知広報費 活用事業社の応募に係る新聞広告

助成金

0.3

その他経費 通信運搬費、印刷製本費、消耗品費 0.2

一般管理費 上記に属さない経費 0.2

発表会 発表会に係る経費 3

冊子作成 啓発のための冊子作成に係る経費 0.8

一般管理費 上記に属さない経費 0.8

Ｄ Ｉ

派遣費
県外インターンシップ派遣費（保険料含
む） 5

県外研修旅費 宿泊費、航空運賃 1 DVD作成費 ＤＶＤ作成に係る経費 2

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0

一般管理費 上記に属さない経費 1

計 1 計 7

14



支出先上位１０者リスト
A.

C.

E.

G.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5（企画競争） －

2 沖縄県キャリアセンター

1 (有)オーシャン・トゥエンティワン コンサルティング業務 15

若年者の雇用開発、人材育成の推進等 14

随意契約 －

6（企画競争） －

随意契約 －

3 (株)サン・エージェンシー 高校生の県外就職意識の啓発 7

4 沖縄県大学就職指導研究協議会 大学生の雇用推進 6

随意契約 －

6

5 (財)雇用開発推進機構 沖縄県の雇用開発、人材育成等の推進 4

7

8

9

10

入札者数 落札率

1 (財)雇用開発推進機構

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

沖縄県の雇用開発、人材育成等の推進 1

公募・補助 －

入札者数 落札率

公募・補助 －

大学生の雇用推進 5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 沖縄県キャリアセンター 若年者の雇用開発、人材育成の推進等 5

公募・補助 －

入札者数 落札率

1 沖縄県大学就職指導研究協議会

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）


